
沖縄県土木建築部長

事後審査型総合評価一般競争入札における自己評価の試行導入について

　みだしのことについて、事務の効率化及び公告から契約に至るまでの期間短縮のため、事後
審査型において、下記のとおり自己評価を試行導入します。

記

１．対象となる発注方式 総合評価方式の特別簡易型で発注する工事

２．試行導入する時期 平成29年１月４日（水）以降に公告する案件

３．試行導入の内容
平成29年１月以降に公告する案件

・各事務所（課）が工事監督を行う工事のうち、１億５千万円を超
え、単体で発注する工事について２件程度
・５千万円以上、１億５千万円未満の単体で発注する工事は、各
事務所（課）の選択

平成29年４月以降に公告する案件
［原則］１億５千万円を超え、単体で発注する工事

４．本格導入の時期及び内容 平成29年10月以降に公告する案件
［原則］５千万円以上で発注する全ての工事（ＪＶ含む）
※JV協定書は、自己評価表と同時に提出

５．自己評価のながれ 事後審査（自己評価）型のフロー図（別添）

６．その他 ・1-19 沖縄県土木建築部発注の建設工事に係る総合評価一般
競争入札試行要領

・1-29 沖縄県土木建築部発注における事後審査型総合評価一
般競争入札の試行に関する取扱い

・事後審査（自己評価）型の試行導入に係るＱ＆Ａ　（HP公表）

平成28年12月20日



事後審査（自己評価）型のフロー図
別紙

公　　　告

↓

自己評価表の受理

↓
決　　　　　裁

（又は第2回技術審査会）
評価調書及びＣＳＶ

ファイルの作成

↓
開　　札

↓
審　　査

↓
落札決定

［自己評価表の入札情報システム（PPI）への掲載］

※「自己評価表」、入札保証金及び内訳書等の提出等のない場合、
「無効」とする。

※公告で入札参加資格とした項目については、申請書や確認資料
に記載漏れ等の不備があっても、証明資料等で確認できる内容につ
いては、入札参加資格を認める。

　落札候補者から提出された申請書、確認資料及び証明資料に基
づく審査の結果、評価値等に変更があった場合は、「審査結果」を評
価調書とともに入札情報システム（ＰＰＩ）に掲載する。

申請書及び確認資
料、証明資料の

提出依頼

［企業から提出された「自己評価表」の受理］
　　※郵送での提出については、配達内容を確認できる方法で発送
された場合のみ受けつける。（※郵送の場合は、収受印を押し、FAX
で企業へ送信する。）

※「総合評価落札方式に関する評価調書【特別簡易型・施工体制確認型】
（別紙７）」（以下「評価調書」という。）の【評価項目】及び【価格以外の評価
結果】を記載して（参考資料１）決裁を受ける。ＣＳＶファイルの作成・報告に
ついては、事後審査型と同様に行う。



別記様式１ 自己評価表
平成　　年　　月　　　日

工事名 住　　　　所
商号又は名称
代表者氏名

評価
事項 評価細目 評価の視点 評価基準 点数 配点

自己評価
(入札者）

同一工種（同種工事）で、国又は沖縄県の実績あり　（※1）（※2） 10.0
同一工種（同種工事）で、県内市町村の実績あり　（※3） 5.0
同一工種（同種工事）で、その他の実績あり 0.0
８０点以上 20.0
７９点以上　８０点未満 18.0
７８点以上　７９点未満 16.0
７７点以上　７８点未満 14.0
７６点以上　７７点未満 12.0
７５点以上　７６点未満 10.0
７４点以上　７５点未満 8.0
７３点以上　７４点未満 6.0
７２点以上　７３点未満 4.0
７１点以上　７２点未満 2.0
７１点未満又は実績なし 0.0
国（局長）、又は県知事表彰の実績あり　（※8） 5.0
国（事務所長等）、県土木建築部長又は県農林水産部長の表彰実績あり（※8） 3.0
県土木建築部土木事務所長又は県施設建築課長の表彰実績あり 1.5
なし 0.0
手持ち工事量比率＜０．２５ 15.0
０．２５≦手持ち工事量比率＜０．５０ 12.0
０．５０≦手持ち工事量比率＜０．７５ 9.0
０．７５≦手持ち工事量比率＜１．００ 6.0
１．００≦手持ち工事量比率＜１．２５ 3.0
１．２５≦手持ち工事量比率 0.0

50 0
１級土木施工管理技士（３年以上）、１級建設機械施工技士（３年以上）、技術士 5.0
１級土木施工管理技士（３年未満）、１級建設機械施工技士（３年未満） 3.0
２級土木施工管理技士、２級建設機械施工技士、その他 0.0
役職経験有り・同一工種（同種工事）で、国又は沖縄県の実績あり（※1）（※2）10.0
役職経験無し・同一工種（同種工事）で、国又は沖縄県の実績あり
（※1）（※2）
役職経験有り・同一工種（同種工事）で、県内市町村の実績あり(※3)

7.0

同一工種（同種工事）で、その他の実績あり 3.0
実績なし 0.0
現在の会社での国（局長）、又は県知事表彰の実績あり　（※8） 5.0

現在の会社での国（事務所長等）、県土木建築部長又は県農
林水産部長の表彰実績あり（※8）

3.0

現在の会社での県土木建築部土木事務所長又は県施設建築
課長の表彰実績あり

1.5

現在の会社以外での国（局長）、又は県知事表彰の実績あり　（※8） 2.5
現在の会社以外での国（事務所長等）、県土木建築部長又は
県農林水産部長の表彰実績あり（※8）

1.5

現在の会社以外での県土木建築部土木事務所長又は県施設
建築課長の表彰実績あり

0.5

なし 0.0
推奨単位の5割以上 5.0
推奨単位の2割以上5割未満 2.5
推奨単位の2割未満 0.0

25 0
○○内に主たる営業所あり 5.0
○○内に従たる営業所あり 0.0
３件以上 5.0
１～２件 2.5
０件 0.0
配置する 1 (0)
配置しない 0.0
活動実績あり 5.0
活動実績なし 0.0
沖縄県との災害協定締結あり 4 (5)
沖縄総合事務局、県内各市町村との災害協定締結あり 3.0
災害協定締結なし 0.0

20 0
合計 95 0

（※1）国には、特殊法人、認可法人、独立法人、地方共同法人を含む。 （※6）県内外の企業が参加する場合は、原則として県内の拠点を評価する。
（※2）沖縄県には、その外郭団体を含むものとする。 （※7）工事成績及び手持ち工事量は、発注工事と同一工種（○○一式工事等）を対象とする
（※3）県内市町村には、その外郭団体を含むものとする。 （※8）国は、沖縄総合事務局開発建設部所管のみ対象とする。
（※4）入札参加資格要件により適切に評価基準を設定する。 （※9）選択した場合は災害協定締結の有無の配点を減ずる。
（※5）特Ａに対する工事は原則として対象外とする。

小計

評価
項目

①
企
業
の
技
術
力

企
業
の
施
工
実
績

同一工種(又は同
種工事)の施工実
績

過去１０年間の同一工種の施工実績
（又は過去15年間の同種工事の施工実績）

優良技術者表彰
過去３年間の優良技術者表彰の有
無

同一工種の工事
成績

土木建築部での過去５年間の同一
工種における工事成績の平均点
（※7）

優良建設業者表
彰

過去３年間の優良工事表彰の有無

継続教育（ＣＰＤ）
の状況

継続教育（CPD）単位取得状況（技
術資料提出期限日から過去１年間
に発行された単位取得状況）

5

同一工種の企業
手持ち工事量

当該年度受注額÷過去３年間の平
均受注額＝手持ち工事量比率（※
7）

15

②
企
業
の
信
頼
性
・
社
会
性

地
域
精
通
度

地
域
貢
献
度

地域内での拠点の
有無（※4､5、6）

地域内における主たる及び従たる
営業所の有無

5

近隣地域での施
工実績（※5）

小計

過去２年間の近隣地域（００事務所
管内）の同一工種（又は同種工事）
の実績

5

【選択】登録基幹技
能者の活用（※9）

登録基幹技能者の活用として、１名
以上配置の有無

1 (0)

ボランティア活動
の実績

過去1年間のボランティア活動の有
無

5

災害協定締結の
有無（※9）

沖縄県、沖縄総合事務局、県内各
市町村との災害協定締結の有無

4 (5)

5

小計

配
置
予
定
技
術
者
の
能
力

配置予定技術者
の資格（※4）

主任（監理）技術者の保有する資格 5

同一工種（又は同
種工事）の施工経
験

過去１０年間の同一工種の施工経
験
（又は過去15年間の同種工事の施
工経験）

10

5

印

10

20

≧ 



（ＨＰ掲載）

事後審査（自己評価）型の試行導入に係るＱ＆Ａ

１．提出する書類について

Ｑ１　
　　自己評価表はいつ提出するのか。

Ｑ２
　　自己評価表は、郵送で提出してよいか。

Ｑ３
　　自己評価表を提出しなかった場合 　無効となります。

２．自己評価表の記載について
Ｑ４

Ｑ５

Ｑ６

Ｑ７

配点 自己評価表の点 県の評価点
10.0
5.0 8.0 → 5.0
0.0

Ｑ８

Ｑ９

質　　　問 回　　　答

　入札前に、申請期限日までに監督課（所）へ提出してく
ださい。なお、押印や記載漏れ等がないか確認の上、
提出をお願いします。

　今まで通り原則、持参ですが、配達が確認できる発送
方法で郵送された場合のみ郵送でも受けつけます。
　自己評価表が監督課（所）へ届いたら、収受日を押印
して、ＦＡＸで申請者へ送付します。

　技術・建設業課のＨＰに掲載している「総合評価方式
の運用（案）平成28年４月」及び「総合評価参考資料」を
確認のうえ、自己評価を行って下さい。

　　評価項目の点数は、どのように評価し
たらいいか

　自己評価表を実際より高く評価して提出しても、開札
後に証明資料等を提出してもらい、審査を行い、下方修
正を行うため、次順位の者が落札者となります。

　　自己評価を高く評価していた方が、落
札者となるのではないか。

　「自己評価」欄が「０点」の場合等、項目
の削除をしていいか。

　様式の変更、削除等は絶対に行わないで下さい。

　審査の結果、落札候補者の上位３者とも
誤記入等で評価値が下がってしまった場
合はどうなるのか。

　４位以下の３者に申請書等及び証明資料の提出を依
頼し、それに基づき審査を行います。
　そのため、これまでよりも時間がかかってしまうことが
予想されますので、自己評価表の記載に際しては、ご
注意下さい。

　　自己評価表に記載漏れがあった場合、
どうなるのか。

　試行期間中（平成29年９月末まで）は、最低点として扱
います。

　　評価項目の定められた点数以外を記
入した場合は、どうなるのか。

　定められた点数のうち、下方の点数とみなします。
　　例）同一工種の施工実績



３．証明資料による審査について
Ｑ８

Ｑ９
　　証明資料を提出した３者の審査をした
結果、３者の評価が、４位以下の自己評
価点を下回った場合はどうなるのか。

　４位～６位に申請書、確認資料及び証明資料の提出
を依頼します。

　間違って高く評価してしまった場合は、下方修正を行
います。
　低く評価してしまった場合は、自己評価表の採点通り
です。

　　評価を実際より高く評価してしまった場
合、又は低く評価してしまった場合はどう
なるのか。



審査結果 記載例

工事名：　　

入札参加資格の有無

沖縄県の審査結果
自己評価（入
札者）点数

審査結果
項目

総合評価の評価

Ｅ建設

【手持ち工事業】（別記様式８）について
平成25年度の変更増額分について、改定契約書等の写しがなく、金額の確認が
できないため。

有 ６点 ０点

入札者

落札者決定通知後、評価調書（別紙７）と

共に、入札情報システム（PPI)で公表を行

う。 


